
業務棚卸評価シート 1/4

23年度 24年度 25年度 100,639 100,639 114,638 114,638

1 総
行政文書管理事
務

行政文書が茅ヶ崎市行政
文書管理規則などに定め
られたとおり統一された
扱いがされるように指導
を行う。

職員

定
例
定
型

職員の理解
度

１００％ １００％ １００％ 51,799 100%
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 54,013

業
務
計
画

未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

1
行政文書管理事
務

公印押印文書
の審査及び指
導

審査件数
20,000
件

18,742
件

公印押印文書
の審査及び指
導

審査件数
20,000
件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

文書管理に関
する職員研修

研修回数 年３回 年２回
文書管理に関
する職員研修

研修回数 年３回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

適正な文書管
理推進のため
の文書管理推
進会議の開催
及び運営

開催回数 年３回 年２回

適正な文書管
理推進のため
の文書管理推
進会議の開催
及び運営

開催回数 年３回

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

文書担当職員
の外部研修へ
の参加

研修等参加回
数

年３回 年３回 5
文書担当職員
の外部研修へ
の参加

研修等参加回
数

年３回 5

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

1
行政文書管理事
務

文書管理シス
テムの適正な
管理及び運用

適正管理 １００％ １００％
文書管理シス
テムの適正な
管理及び運用

適正管理 １００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

保存期間が満
了した文書の
処理

廃棄重量
23,000
㎏

23,560
㎏

215
保存期間が満
了した文書の
処理

廃棄重量
23,000
㎏

360

業
務
計
画

済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1
行政文書管理事
務

文書管理事務
に必要な消耗
品の各課への
払出

消耗品配布回
数

週１回 週１回

文書管理事務
に必要な消耗
品の各課への
払出

消耗品配布回
数

週１回

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

永年保存文書
のマイクロ
フィルム化の
推進

コマ数
6,600コ
マ

4,841コ
マ

239

永年保存文書
のマイクロ
フィルム化の
推進

コマ数
6,600コ
マ

249

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

1
行政文書管理事
務

文書書庫の保
守・管理

電動式書庫の
稼働日数

２４４日 ２４４日 351
文書書庫の保
守・管理

電動式書庫の
稼働日数

２４５日 351

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

1
行政文書管理事
務

保存文書の貸
出及び閲覧

貸出件数 1,800件 1,421件
保存文書の貸
出及び閲覧

貸出件数 1,800件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

各課の文書の
印刷

印刷機による
印刷枚数

8,000,0
00枚

8,013,5
15件

13,929
各課の文書の
印刷

印刷機による
印刷枚数

8,000,0
00枚

14,022

業
務
計
画

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

1
行政文書管理事
務

印刷関連機器
の保守・管理

適正管理 １００％ １００％ 28,841
印刷関連機器
の保守・管理

適正管理 １００％ 30,610

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

1
行政文書管理事
務

公印の管守 適正管理 １００％ １００％ 公印の管守 適正管理 １００％

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

1
行政文書管理事
務

行政図書の購
入、管理及び
貸出

図書購入冊数 ４１冊 ４０冊 8,219
行政図書の購
入、管理及び
貸出

図書購入冊数 ４１冊 8,416

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2 総
郵便物等に関す
る事務

郵便物等の受領及び庁内
集配を一括して行うこと
により、事務の効率化を
図る。

職員

定
例
定
型

適正な郵便
事業の執行

１００％ １００％ １００％ 34,873 100%
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 40,755 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

2
郵便物等に関す
る事務

一般郵便物等
の受領及び仕
分け

処理終了時間
午前１０
時までに
処理

午前１０
時までに
処理

一般郵便物等
の受領及び仕
分け

処理終了時間
午前１０
時までに
処理

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
郵便物等に関す
る事務

着払い、料金
未納、料金不
足郵便等の受
領

処理終了時間
午前１０
時までに
処理

午前１０
時までに
処理

着払い、料金
未納、料金不
足郵便等の受
領

処理終了時間
午前１０
時までに
処理

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

文書法務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

文書法務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標
自立的に、適正な法的判断をおこなうことのできる体制を構
築する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）
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23年度 24年度 25年度 100,639 100,639 114,638 114,638

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

文書法務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

文書法務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標
自立的に、適正な法的判断をおこなうことのできる体制を構
築する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

2
郵便物等に関す
る事務

親展、特殊、
金券郵便物等
の受領

処理終了時間
午前１０
時までに
処理

午前１０
時までに
処理

親展、特殊、
金券郵便物等
の受領

処理終了時間
午前１０
時までに
処理

済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
郵便物等に関す
る事務

郵便物等の各
課への集配

集配回数 １日３回 １日３回 1,719
郵便物等の各
課への集配

集配回数 １日３回 2,168 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
郵便物等に関す
る事務

神奈川県との
間の逓送郵便
物の活用

逓送件数 1700件 1,716件
神奈川県との
間の逓送郵便
物の活用

逓送件数 1700件 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

2
郵便物等に関す
る事務

郵便料金計器
による発送処
理

計器消印件数
340,00
0通

387,32
7通

1,226
郵便料金計器
による発送処
理

計器消印件数
340,00
0通

1,314 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
郵便物等に関す
る事務

各課からの文
書の発送処理

郵送通数
360,00
0通

354,35
5通

31,684
各課からの文
書の発送処理

郵送通数
360,00
0通

36,455 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
郵便物等に関す
る事務

後納郵便物以
外の対応（切
手、はがき
等）

未納不足郵便
件数

１４０件 ２６１件 244

後納郵便物以
外の対応（切
手、はがき
等）

未納不足郵便
件数

１４０件 818
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

2
郵便物等に関す
る事務

各課配当分の
郵便料金の伝
票記票

期限内処理 １００％ １００％
各課配当分の
郵便料金の伝
票記票

期限内処理 １００％
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

3 総
ファイリングシ
ステムに関する
事務

ファイリングシステムに
係る事務を一括して行う
ことにより、事務の効率
化を図る。

職員

定
例
定
型

保管状況調
査の評価

Ａランク
90％以上

Ａランク
91％以上

Ａランク
92％以上

2,254 96.94%
適切に業務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 2,529 未 中 中 高
現状維

持
なし

維
持

3

ファイリングシ
ステムに関する
事務

保存期間３年
以上文書の引
継ぎ及び保存

引継フォル
ダー数

20,000
件

18,547
件

2,021
保存期間３年
以上文書の引
継ぎ及び保存

引継フォル
ダー数

20,000
件

2,184 済
必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

3

ファイリングシ
ステムに関する
事務

ファイリング
システムの指
導研修

巡回指導する
課の数

５課 ５課 233
ファイリング
システムの指
導研修

巡回指導する
課の数

５課 345 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

4 総 政策法務事務

条例の制定改廃に当たり
法的観点から助言を行う
とともに、職員の政策法
務能力の向上を図る。

全市民
職員

定
例
定
型

研究に参加
した職員の
数

８名 ８名 ８名
研究に参加し
た職員の数

８名 １２名 460 １２名
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 480 未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

4 政策法務事務
法令、条例等
の解釈等につ
いての相談

受付数 ２０件 １８件
法令、条例等
の解釈等につ
いての相談

受付数 ２０件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

4 政策法務事務
政策法務能力
向上のための
庁内研究

研究に参加し
た職員の数

８名 １２名 460
政策法務能力
向上のための
庁内研究

研究に参加し
た職員の数

８名 480

業
務
計
画

不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

5 総
条例（案）、規
則（案）等の審
査事務

条例、規則等について、
法的適格性、法的正当性
及び法的協調性を確保す
る。

職員

定
例
定
型

例規等審査
会に付した
条例、規則
等の数

１００件 １００件 １００件

例規等審査会
に付した条
例、規則等の
数

１００件 １０９件 331 １０９件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 342

業
務
計
画

未 高 高 高
現状維

持
なし

維
持

5

条例（案）、規
則（案）等の審
査事務

例規等審査会
において、条
例等の制定改
廃の審査を行
うため、当該
事案の事前審
査及び会議資
料の作成

審査会に付し
た条例等の件
数

１００件 １０９件 331

例規等審査会
において、条
例等の制定改
廃の審査を行
うため、当該
事案の事前審
査及び会議資
料の作成

審査会に付し
た条例等の件
数

１００件 342

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

5

条例（案）、規
則（案）等の審
査事務

補助金交付要
綱等の審査

審査した要綱
の実施数

１２件 １１件
補助金交付要
綱等の審査

審査した要綱
の実施数

１２件

業
務
計
画

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 総 公告式事務
条例、規則等の効力を発
生させ、及びその周知を
する。

全市民
職員

定
例
定
型

公布し、又
は公表した
条例、規則
等の数

５２０件 ５２０件 ５２０件

公布し、又は
公表した条
例、規則等の
数

５２０件 ５２４件 ５２４件
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 高 高
現状維

持
なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 100,639 100,639 114,638 114,638

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

文書法務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

文書法務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標
自立的に、適正な法的判断をおこなうことのできる体制を構
築する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

6 公告式事務

条例等の市役
所及び小出支
所の掲示場へ
の掲示

掲示した条例
等の数

５２０件 ５２４件

条例等の市役
所及び小出支
所の掲示場へ
の掲示

掲示した条例
等の数

５２０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

6 公告式事務

公布又は公表
した条例等の
インターネッ
トによる情報
提供

ＨＰに登載し
た条例等の数

５２０件 ５２４件

公布又は公表
した条例等の
インターネッ
トによる情報
提供

ＨＰに登載し
た条例等の数

５２０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

7 総
例規集の編集、
管理及び整備事
務

インターネット等の活用
により広く市民等への最
新例規情報を提供する。

全市民
職員

定
例
定
型

例規集及び
例規データ
の更新回数

年４回 年４回 年４回
例規集及び例
規データの更
新回数

年４回 年４回 7,719 100%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 10,280 未 中 中 中
現状維

持
有り

減
ら
す

7

例規集の編集、
管理及び整備事
務

例規データ
ベースの更新

年間更新回数 年４回 年４回 5,475
例規データ
ベースの更新

年間更新回数 年４回 6,930 済
必
要

済
不
可

無 なし
維
持

7

例規集の編集、
管理及び整備事
務

例規集の加除
整理

加除整理回数 年４回 年４回 2,244
例規集の加除
整理

加除整理回数 年４回 3,350 済
必
要

済
不
可

無 有り 25
版の作成を簡素化す
るとともに部数を減
らす。

減
ら
す

8 総 訟務事務
紛争の防止及び解決に努
め、市行政の適正な運営
を確保する。

職員

定
例
定
型

自治行政法
律相談員へ
相談を行っ
た件数

４５件 ４５件 ４５件
自治行政法律
相談員へ相談
を行った件数

４５件 １８件 2,680 40%

件数は少なかったが
適切な法的判断に基
づく事務の執行につ
ながっており、成果
が出ている。

Ａ 5,080 未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

8 訟務事務
自治行政法律
相談員による
法律相談

相談件数 ４５件 １８件 2,280
自治行政法律
相談員による
法律相談

相談件数 ４５件 2,280
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

8 訟務事務

主管課におい
て処理される
不服申立て又
は訴訟若しく
は調停につい
て、その処理
方法等の相談
及び助言

相談対応日数
(件数）

２４４日
（５件）

２４４日
（２件）

主管課におい
て処理される
不服申立て又
は訴訟若しく
は調停につい
て、その処理
方法等の相談
及び助言

相談対応日数
(件数）

２４５日
（５件）

不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

8 訟務事務

訴訟又は調停
において、代
理人として弁
護士の選任の
依頼に応じ、
弁護士との訴
訟委任契約の
締結

適正に契約を
締結できな
かった件数

０件 ０件 400

訴訟又は調停
において、代
理人として弁
護士の選任の
依頼に応じ、
弁護士との訴
訟委任契約の
締結

適正に契約を
締結できな
かった件数

０件 2,800
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

8 訟務事務
事故賠償審査
会の運営管理

適切に対応で
きなかった件
数

０件 ０件
事故賠償審査
会の運営管理

適切に対応で
きなかった件
数

０件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 総 行政手続事務
処分等に関する手続を適
正に行う。

全市民
職員

定
例
定
型

研修に参加
した職員の
数

５０名 ５０名 ５０名
研修に参加し
た職員の数

５０名 ４４名 60 88%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 60 未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

9 行政手続事務

審査基準等が
適正なものか
の調査及び指
導

見直し回数 １回 １回

審査基準等が
適正なものか
の調査及び指
導

見直し回数 １回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

9 行政手続事務
行政手続に関
する研修の実
施

研修会参加人
数

５０名 ４４名 60
行政手続に関
する研修の実
施

研修会参加人
数

５０名 60
不
可

必
要

済
不
可

無 なし
維
持

9 行政手続事務

審査基準等に
係る意見公募
手続の実施に
向けた準備

条例案の骨子
の策定

年度末
内部での
検討にと
どまった

審査基準等に
係る意見公募
手続の実施に
向けた準備

条例案の骨子
の策定

年度末
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

10 総
公平委員会との
連絡調整事務

公平委員会との迅速かつ
的確な連絡を図る。

公平委
員会

定
例
定
型

公平委員会
と連絡調整
をした件数

２件 ２件 ２件
公平委員会と
連絡調整をし
た件数

２件 ２件 100%
適切に事務を行って
おり、成果が出てい
る。

Ａ 未 高 中 高
現状維

持
なし

予
算
な
し

10
公平委員会との
連絡調整事務

公平委員会と
の連絡調整

公平委員会と
連絡調整をし
た件数

２件 ２件
公平委員会と
の連絡調整

公平委員会と
連絡調整をし
た件数

２件
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し
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23年度 24年度 25年度 100,639 100,639 114,638 114,638

今後の事業展開

予
算
の
方
向
性

事業手法

④
継
続
性

決算内訳（千円）

当該事務事業
全体の決算額

（合計）

事務事業の目的に対
する成果の状況

23年度
の取組
に対す
る分析

必要性予算内訳（千円）

活動指標の名称

文書法務課

目標値

②
ニ
ー

ズ

手法の
変更の
有無

①
目
的
達
成

活動量・サービス量

事業の改善提案

事後評価

事業の指
標の達成

状況 改善の内容活動

業務
計画

活動ごとの
予算額

文書法務課

事
業
№

総
括
フ
ラ
グ

事務事業名

事務事業

課かい名

基礎情報

施策目標
自立的に、適正な法的判断をおこなうことのできる体制を構
築する

指標・目標

名称
事務事業の
目的・成果

対
象
（

顧
客
）

事
業
の
性
質
区
分

目標値
改善
時期
（年
度）

④
市
民
協
働

活動量・サービス量の達成状況
⑤
そ
の
他

③
民
間
活
用

事業の
方向性

②
直
営
の

必
要
性

①
人
件
費
減

③
成
果

実績値

実績

活動

活動指標の名称

活動

平成２４年度計画
平成２３年度評価

活動

目標値

活動ごとの
決算額

当該事務事業
全体の予算額

（合計）

11 総 公平委員会事務
公平委員会の円滑な運営
を図る。

公平委
員会

定
例
定
型

公平委員会
の開催回数

５回 ５回 ５回
公平委員会の
開催回数

５回 ２回 463 40%

開催回数は少なかっ
たが適切に事務を
行っており。成果が
出ている。

Ａ 1,099 未 高 中 高
現状維

持
なし

維
持

11 公平委員会事務
公平委員会の
運営管理

公平委員会の
開催回数

３回 ２回 463
公平委員会の
運営管理

公平委員会の
開催回数

５回 1,099
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし
維
持

888 総
災害応急対策活
動

本市域に、地震動・津波
等に伴う諸現象による同
時多発的災害が発生した
場合に、災害を軽減し応
急活動を課として迅速的
に対処する。

全市民

定
型
定
例

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

部の災害応援
対策マニュア
ルの検証及び
見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
４月及び
３月

部の災害応援
対策マニュア
ルの検証及び
見直し等（毎
年）

マニュアルの
検証及び見直
し

４月
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時相互に
基づく応援要
請（災害等発
生時）

災害応急対策
の特命に対応
する

随時
随時
（実績な
し）

災害時相互に
基づく応援要
請（災害等発
生時）

災害応急対策
の特命に対応
する

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時におけ
る緊急印刷
（災害等発生
時）

災害時におけ
る緊急印刷に
対応する

随時
随時
（実績な
し）

災害時におけ
る緊急印刷
（災害等発生
時）

災害時におけ
る緊急印刷に
対応する

随時
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888
災害応急対策活
動

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回 年１回

災害時相互応
援協定に基づ
く協定先との
連絡調整

連絡調整 年１回
不
可

必
要

そ
の
他
不
可

不
可

無 なし

予
算
な
し

888 総 庁内共通事務 職員

定
例
定
型

現状維
持

なし

予
算
な
し


